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今週のキーワード 

３円モデル  

 ３つの円（ファミリー・所有・経営の３要素）が重なり合い、中心が①株式所有の一族経営者

（経営と所有のオーナー経営者）、②株式非所有の一族経営者（経営するが所有せず。次世代経

営者）、③経営に関与しない一族の株主（所有するが経営せず。引退した先代）等、７種類に区

分され複雑で、３要素の相互連携が成否の鍵。次世代への事業承継計画も必須。外部からの「血」

の導入などの自己革新と進化や、経営面での不透明性排除のガバナンス（統治）向上等が重要。

経 営 

同族企業の優位性、長寿性に再注目
創業200年以上は日本で3,000社超 
 

 同族企業と聞くと日本では、長寿企業だが経

営内容不透明、資本と経営が一体、経営権の世

襲など、最近の不祥事と相まって好印象が持た

れない。これは「同族会社」と同じ見方をして

いるためである。同族企業はアメリカではファ

ミリービジネスと呼ばれ、「創業者一族の影響

化にある企業」と定義して区別し、全企業数の

89％を占めている。そのＧＤＰや雇用への寄与

率は60％を超え、過去の衰退説から現在は肯定

的な評価で優位性の学術的研究が進んでいる。

 日本企業の調査では、上場企業（１、２部全

て）の４割強は創業者一族が出資者か役員に名

を連ねている。金融機関を除く東証上場企業の

分析でも総資産利益率、自己資本利益率等で一

般企業より上位を占めるケースが多い。日本で

創業200年以上の企業は3,000社超、100年以上は

５万社と推定され、他国にはない類稀な長寿企

業大国であると専門家は分析している。 

 同族企業が持続性と競争優位性で一般企業よ

り有利な点は、①先行投資リスクを負担できる、

②経営の任期が長く長期的な視点で経営できる

（他方で世代交代、企業規模拡大で足かせにな

る減衰説もある）、③起業家活動促進（一族所

有や任期長期化と表裏関係にある）④社会貢献

と地域活性化に寄与（雇用創出、家族愛、地域

との共生等）などが挙げられる。同族企業の経

営ポイントには「３円モデル」という３要素・

７区分があるが、日本では今研究が始まったば

かりである。 

2007年度の租税負担率は25.1％ 
「潜在的な国民負担率」は43.2％ 
 

 国民所得に対する税金の負担割合が「租税負担

率」。財務省の資料によると、2007年度のわが国

の国税と地方税を合わせた租税負担率は25.1％

となる。当然、税収が多ければ割合は高くなる。

バブル期の90年度は27.4％だった。 

 過去を振り返ると、戦前の34～36年度は13％程

度だったが、戦後は昭和20年代前半の混乱期を除

いて20％前後で推移してきた。しかし、76年度以

降、租税負担率は次第に上昇し始め、90年度の

27.4％をピークに、その後はおおむね20％代前半

で推移している。累次の法人税率の引下げや所得

税減税、低成長による税収減などの影響といえ

る。 
 ＯＥＣＤ諸国の租税負担率をみると、日本より

低い国は、メキシコ（18.7％、2002年）とアメリ

カ（23.2％、2004年）の２ヵ国のみ。ただ、国を

支える費用負担という意味では、税金だけでなく

社会保障費用も加味した「国民負担率」の比較、

さらには財政赤字も加味した「潜在的な国民負担

率」での比較が必要だ。 

 わが国の2007年度の国民負担率は、租税負担率

25.1％に社会保障負担率14.6％を合計すると

39.7％と、４年連続で上昇して過去最高を更新し

た。それでもイギリス（47.5％、2004年）やドイ

ツ（51.3％、同）よりはかなり低い。一方、潜在

的な国民負担率は、わが国の場合、多額の財政赤

字を抱えていることから、43.2％に跳ね上がる

が、イギリス（51.7％）やドイツ（56.2％）より

は低い結果となっている。 

税務会計


